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議案第 １号  

 

 

平成２８年度笠間市一般会計補正予算（第 ７号）  

 

 

平成２８年度笠間市一般会計補正予算（第 ７号）は ，次に定めるところによる。  

 

（歳入歳出予算の補正）  

第１条  歳入歳出 予算の総額に歳入歳出それぞれ  597 , 028千円を追加し，歳入歳出予算の総額を

歳入歳出それぞれ 31,833 ,144千円とする。  

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金

額は，「第１表  歳入歳出予算補正」による 。  

（繰越明許費の補正）  

第 ２ 条  繰越明許費の追 加は，「第２表  繰越明許費補正」による。  

 （地方債の補正）  

第 ３ 条  地方債の追加及び変更は，「第３表  地方債補正」による。  

 

 

 

    

平成２９年１月２７ 日提出  

 

笠間市長   山口  伸樹    

 

 

 



 



　歳　入 (単位：千円）

14. 国 庫 支 出 金 4,189,325 100,896 4,290,221

2. 国 庫 補 助 金 1,146,117 100,896 1,247,013

15. 県 支 出 金 2,185,876 64,073 2,249,949

1. 県 負 担 金 1,295,136 64,073 1,359,209

18. 繰 入 金 1,297,871 23,759 1,321,630

2. 基 金 繰 入 金 1,215,461 23,759 1,239,220

21. 市 債 3,938,311 408,300 4,346,611

1. 市 債 3,938,311 408,300 4,346,611

31,236,116 597,028 31,833,144

第 １ 表          　　                  歳  入  歳  出  予  算  補  正　
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補 正 前 の 額 補　　正　　額 計款 項

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 



（単位：千円）

1. 議 会 費 268,333 1,022 269,355

1. 議 会 費 268,333 1,022 269,355

9. 教 育 費 3,369,072 596,006 3,965,078

2. 小 学 校 費 658,678 465,000 1,123,678

5. 社 会 教 育 費 958,335 131,006 1,089,341

31,236,116 597,028 31,833,144 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 

補　　正　　額 計
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補 正 前 の 額

　歳　出

款 項



第 ２ 表　　繰越明許費補正

事 業 名

9. 教 育 費 2. 小 学 校 費 小 学 校 校 舎 空 調 整 備 事 業 465,000

千円

9. 教 育 費 5. 社 会 教 育 費 筑 波 海 軍 航 空 隊 記 念 館 整 備 事 業 131,006

千円

款 項 金 額
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第 ３ 表　　地 方 債 補 正

１　追　加

起 債 の 目 的 起債の方法 利　率 償還の方法

千円
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限度額

筑 波 海 軍 航 空 隊 記 念 館
整 備 事 業 債

32,000
普通貸借
又は

証券発行

　５．０％以内（ただし，利率
見直し方式で借り入れる政府資
金及び地方公共団体金融機構資
金について，利率の見直しを
行った後においては，当該見直
し後の利率）

　政府資金については，その融
資条件により，銀行その他の場
合にはその債権者と協定するも
のによる。
  ただし，市財政の都合により
据置期間及び償還期限を短縮
し，又は繰上償還もしくは低利
に借換えすることができる。



起債の方法 起債の方法

千円 千円

小 学 校 校 舎 空 調 整 備 事 業 債 15,700
普通貸借
又は

証券発行

　５．０％
以内（ただ
し，利率見
直し方式で
借り入れる
政府資金及
び地方公共
団体金融機
構資金につ
いて，利率
の見直しを
行った後に
おいては，
当該見直し
後の利率）

　政府資金
について
は，その融
資条件によ
り，銀行そ
の他の場合
にはその債
権者と協定
するものに
よる。
  ただし，
市財政の都
合により据
置期間及び
償還期限を
短縮し，又
は繰上償還
もしくは低
利に借換え
することが
できる。

392,000
普通貸借
又は

証券発行

　５．０％
以内（ただ
し，利率見
直し方式で
借り入れる
政府資金及
び地方公共
団体金融機
構資金につ
いて，利率
の見直しを
行った後に
おいては，
当該見直し
後の利率）

　政府資金
について
は，その融
資条件によ
り，銀行そ
の他の場合
にはその債
権者と協定
するものに
よる。
  ただし，
市財政の都
合により据
置期間及び
償還期限を
短縮し，又
は繰上償還
もしくは低
利に借換え
することが
できる。
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起 債 の 目 的
補　　正　　前 補　　正　　後

限度額

２　変　更

 利　率  償還の方法 限度額  利　率  償還の方法



（歳　入） （単位：千円）

14. 国 庫 支 出 金 4,189,325 100,896 4,290,221

15. 県 支 出 金 2,185,876 64,073 2,249,949

18. 繰 入 金 1,297,871 23,759 1,321,630

21. 市 債 3,938,311 408,300 4,346,611

31,236,116 597,028 31,833,144　　 歳　　　　入　　　　合　　　　計  
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款 補正前の額 補　正　額 計

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

１.　総　　括



（歳　出） （単位：千円）

1. 議 会 費 268,333 1,022 269,355 1,022

9. 教 育 費 3,369,072 596,006 3,965,078 164,969 408,300 22,737

31,236,116 597,028 31,833,144 164,969 408,300 23,759

補正前の額 補　正　額

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

款 計 特　　定　　財　　源
一般財源

歳　　出　　合　　計

国県支出金 地方債
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その他



2.  歳　入

(款) 14.国庫支出金 (項)  2.国庫補助金 （単位：千円）

 5. 教育費国庫補助金 99,339 100,896 200,235  1. 小学校費補助金 68,860 学校施設環境改善交付金 68,860  

 3. 社会教育費補助 32,036 地方創生拠点整備交付金 32,036  

金

1,146,117 100,896 1,247,013

(款) 15.県支出金 (項)  1.県負担金

 6. 教育費県負担金 0 64,073 64,073  1. 教育費県負担金 64,073 筑波海軍航空隊記念館整備事業負担金 64,073

1,295,136 64,073 1,359,209

(款) 18.繰入金 (項)  2.基金繰入金

 1. 財政調整基金繰入 50,955 23,759 74,714  1. 財政調整基金繰 23,759 財政調整基金繰入金 23,759

金 入金

1,215,461 23,759 1,239,220

(款) 21.市債 (項)  1.市債

 6. 教育債 594,100 408,300 1,002,400  1. 小学校債 376,300 小学校校舎空調整備事業債 376,300

 3. 社会教育債 32,000 筑波海軍航空隊記念館整備事業債 32,000  

3,938,311 408,300 4,346,611

計

計

計

計

説　　                  明
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補　正　額 計
節

金　　額区　　分
目 補正前の額



3.  歳　出

(款)　 1.議会費 (項)　 1.議会費 （単位：千円）

 1. 議会費 268,333 1,022 269,355 1,022  3. 職員手当等 1,022 議員分期末手当 1,022  

268,333 1,022 269,355 1,022

(款)　 9.教育費 (項)　 2.小学校費

 3. 学校建設費 75,188 465,000 540,188 68,860 376,300 19,840 15. 工事請負費 465,000 施設整備工事費 465,000

658,678 465,000 1,123,678 68,860 376,300 19,840

(款)　 9.教育費 (項)　 5.社会教育費

 1. 社会教育総 349,188 131,006 480,194 96,109 32,000 2,897 13. 委託料 32,691 監理業務委託料 6,804

務費 設計業務委託料 14,364  

耐震診断調査委託料 8,523  

旧司令部庁舎利活用検討調  

査委託料 3,000  

15. 工事請負費 98,163 施設整備工事費 98,163  

19. 負担金補助 152 水道加入負担金 152  

及び交付金

958,335 131,006 1,089,341 96,109 32,000 2,897

 9.教育費 一般会計

計

計

計
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区　　分
説　　   明補　正　額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一般財源

目 補正前の額
金   額

国県支出金 地方債 その他

節



- 12 -

職　員　数

（人）
報　　酬 給　　料

期末手当
年間支給率
（　月分）

地域手当 寒冷地手当 その他の手当 計

7,584 

(3.25月分)

議　員 22 106,620 33,720 140,340 43,296 183,636 

その他の特別職 2,894 234,534 234,534 14,297 248,831 

計 2,919 341,154 24,360 41,304 4,836 411,654 64,017 475,671 

7,584 

(3.25月分)

議　員 22 106,620 32,698 139,318 43,296 182,614 

その他の特別職 2,894 234,534 234,534 14,297 248,831 

計 2,919 341,154 24,360 40,282 4,836 410,632 64,017 474,649 

議　員 1,022 1,022 1,022 

その他の特別職

計 1,022 1,022 1,022 

4,836 36,780 6,424 43,204 

比 較

長　等

43,204 
退職手当負担金
通勤手当

補 正 前

長　等 3 24,360 

4,836 36,780 6,424 3 

退職手当負担金
通勤手当

24,360 

補 正 後

給 与 費 明 細 書

１．特　別　職
(単位：千円)

区 分

給 与 費

共　済　費 合　　計 備　　考

長　等



1. 14,572,458 14,489,357 3,659,200 2,018,667 16,129,890

（１） 1,745,107 1,663,519 444,100 228,114 1,879,505

（２） 377,892 1,246,125 710,200 152,176 1,804,149

（３） 888,724 842,361 327,400 71,855 1,097,906

（４） 171,942 126,914 33,309 93,605

（５） 304,946 237,364 129,500 85,898 280,966

（６） 7,362,036 6,979,298 865,200 1,028,029 6,816,469

（７） 361,985 396,687 58,000 51,133 403,554

（８） 3,359,826 2,997,089 1,124,800 368,153 3,753,736

2. 44,372 50,849 5,658 45,191

（１） 43,244 49,880 5,498 44,382

（２） 1,128 969 160 809

3. 14,702,939 15,307,677 1,159,211 1,029,241 15,437,647

（１） 23,644 18,918 4,726 14,192

（２） 3,322 2,814 525 2,289

（３） 532,246 455,050 77,769 377,281

（４） 85,293 55,706 30,208 25,498

（５）

（６） 14,058,434 14,775,189 1,159,211 916,013 15,018,387

29,319,769 29,847,883 4,818,411 3,053,566 31,612,728

臨 時 財 政 対 策 債

合 計

そ の 他

転 貸 債

地 域 改 善 対 策 債

減 税 補 て ん 債

臨 時 税 収 補 て ん 債

臨 時 財 政 特 例 債

土 木

消 防

教 育

災 害 復 旧 債

土 木

教 育

普 通 債

総 務

民 生

衛 生

農 林 水 産

商 工

地 方 債 の 前 々 年 度 末 及 び 前 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に
当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

（単位：千円）

区 分
前 々 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高

当 該 年 度 中 増 減 見 込
当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額当 該 年 度 中

起 債 見 込 額
当 該 年 度 中
元金償還見込額

－13－




